
 

様式例（法第 28条第 1項関係「前事業年度の事業報告書」） 

 

2025年度事業報告書 

 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

 

特定非営利活動法人松山さかのうえ日本語学校  

 

１ 事業の成果 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 

(定款に記載 

した事業) 

 

事業内容 
実施 

日時 

実施 

場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の 

範囲及び人数 

支出額 

（千円） 

①国際子ども

食堂事業 

在留外国人が地域の

子どもたちに母国の

お料理を振る舞い、

食を通した国際教育

を実施。 

1～2/月 

土・日・祝 

いずれか 

松山市 329人 1,819人 4,492 

②外国人への

日本語教育

事業 

未実施      

当年度は在留外国人の生活支援と地域社会との共助体制構築に注力しました。「国際子ども食堂事

業」では食を通じた多文化協働の場を提供し、1,819名の地域住民や外国籍親子が交流を深めました。

「多言語カフェの運営」では、就労支援や国際教育を軸に 4,200 名が参加する多国籍コミュニティ

へと発展しました。 特に当年度は、例年以上に「防災教育事業」に深く力を入れました。在留外国

人と日本人が共に学ぶ実践的な防災訓練を毎月開催し、多国籍な目線を取り入れた地域防災プログ

ラムを確立しました。これにより、従事者 28名、受益者 841名にのぼる多国籍住民の防災意識の向

上と、災害時に地域で助け合える持続可能なセーフティネットの構築に大きく寄与しました。病院

同行事業や国際コワーキングラウンジの運営も含め、国籍を問わず誰もが安心して暮らせる地域共

生社会の土台作りに向けて、極めて高い成果を収めました。 



 

③日本人のた

めの日本語

教育実践事

業 

未実施      

④外国人への

病院同行事

業 

在留外国人に対しや

さしい日本語で病院

同行や健康相談を実

施 

随時 松山市 9人 54人 なし 

⑤外国人に対

し、防災養

育や行政や

民間企業と

連携した防

災事業を実

施する防災

事業 

在留外国人と日本人

が共に防災教育を実

施 

1回/月 

土・日・祝 

いずれか 

松山市 28人 841人 5,808 

⑥夜間中学校

の運営 

未実施      

⑦多言語カフ

ェの運営 

外国人の就労支援並

びに日本人への国際

教育の実施 

土曜日 

定休 

松山市 23人 4,200人 4,814 

⑧健康相談・

フードバン

クの開設 

未実施      

⑨その他目的

を達成する

ために必要

な事業 

国際コワーキングラ

ウンジの開催 

毎月 10回 

程度 

松山市 18人 441人 8,565 



 

 

 

(2) その他の事業 

事業名 

(定款に記載 

した事業) 

事業内容 
実施 

日時 

実施 

場所 

従事者 

の人数 

支出額 

（千円） 

①特定技能外

国人に係る

職業紹介事

業 

未実施     

      

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

２ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。 

３ ２の(2)には、定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、当該事業年度に

実施しなかった場合も「実施しなかった」旨を記載する。 



 

様式例（法第 28条第 1項関係「前事業年度の財産目録」） 

 

2025年度 財産目録 

 

2026年 3月 31日現在 

 

特定非営利活動法人松山さかのうえ日本語学校  

科 目 ・ 摘 要 金  額 （単位：円） 

Ⅰ 資産の部 

 １ 流動資産 

    現金預金 

 

 

1,364,638 

 

 

 

 

 

 

流動資産合計  1,364,638  

 ２ 固定資産 

    その他固定資産 

     建物 

     什器備品  

 

 

1,914,325 

293,036 

  

固定資産合計  2,207,361  

資産合計   3,571,999 

Ⅱ 負債の部 

 １ 流動負債 

    短期借入金 

 

 

1,050,175 

  

流動負債合計  1,050,175  

 ２ 固定負債 

    長期借入金 

 

1,132,000 
  

固定負債合計  1,132,000  

負債合計   2,182,175 

正味財産   1,389,824 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

２ 前事業年度の末日現在における資産、負債及び財産を記載する。 



 

様式例（法第 28条第 1項関係「前事業年度の貸借対照表」） 

 

2025年度 会計貸借対照表 

 

 2026年 3月 31日現在 

 

特定非営利活動法人松山さかのうえ日本語学校  

科  目 金  額 （単位：円） 

Ⅰ 資産の部 

 １ 流動資産 

    現金預金 

 

 

1,364,638 

  

     流動資産合計  1,364,638  

 ２ 固定資産 

    建物 

    什器備品 

 

1,914,325 

293,036 

  

     固定資産合計  2,207,361  

     資産合計   3,571,999 

Ⅱ 負債の部 

 １ 流動負債 

    短期借入金 

 

 

1,050,175 

  

     流動負債合計 

 ２ 固定負債 

    長期借入金     

 

 

1,132,000 

1,050,175 

 

 

 

     固定負債合計  1,132,000  

     負債合計   2,182,175 

Ⅲ 正味財産の部 

  一般正味財産 
 

 

1,389,824 

 

 

     正味財産合計   1,389,824 

     負債及び正味財産合計   3,571,999 

 

 

 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

２ 前事業年度の末日現在における資産、負債及び財産を記載する。 



 

様式例（法第 28条第 1項「前事業年度の活動計算書」） 

 

2025年度 活動計算書 

2025年 4月 1日から 2026年 3月 31日まで 

 

特定非営利活動法人松山さかのうえ日本語学校  

科     目 金   額 （単位：円） 

Ⅰ 経常収益 

 １ 受取会費 

   正会員受取会費 

賛助会員受取会費 

 ２ 受取寄附金 

   受取寄附金 

 ３ 受取助成金等 

   受取民間助成金 

 ４ 事業収益 

      受託事業収入 

   喫茶事業収入 

 ５ その他収益 

受取利息 

雑収益 

経常収益計 

Ⅱ 経常費用 

１ 事業費 

   (1)人件費 

      給料手当 

     人件費計 

    (2)その他経費 

     旅費交通費 

     外注費 

     通信運搬費 

     消耗品費 

     修繕費 

          印刷製本費 

     光熱水料費 

     広告宣伝費 

          保険料 

     租税公課 

     支払手数料 

     地代家賃 

     新聞図書費 

     会議費 

     雑費 

     仕入 

     その他経費計 

   事業費計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,679,002 

 

17,482,013 

 

 

4,734,601 

 

 

88,955 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24,984,571 

 

 

 

 

 

4,180 

4,730,421 

 

9,243 

79,712 

 

 

 

10,736,048 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23,651,273 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,736,048 

 

2,201,718 

1,115,850 

277,931 

3,774,109 

1,770,000 

400,000 

176,034 

148,360 

17,870 

81,400 

159,040 

1,124,400 

19,355 

219,550 

102,369 

1,327,239 

12,915,225 

 



 

 ２ 管理費 

   (1)人件費 

      給料手当 

      人件費計 

    (2)その他経費 

          福利厚生費 

     会議費 

          旅費交通費 

     通信運搬費 

     消耗品費 

     印刷製本費 

     光熱水料費 

     新聞図書費 

     支払手数料 

     雑費 

     その他経費計 

   管理費計 

 経常費用計 

  当期経常増減額 

Ⅲ 経常外収益 

  経常外収益計 

Ⅳ 経常外費用 

  経常外費用計 

   税引前当期正味財産増減額 

   法人税、住民税及び事業税 

   当期正味財産増減額 

   設立時正味財産額 

   次期繰越正味財産額 

 

 

351,500 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,295,409 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24,946,682 

351,500 

 

16,580 

87,997 

126,110 

340,203 

73,851 

11,000 

34,443 

74,440 

129,285 

50,000 

943,909 

 

 

 

 

 

 

 △1,295,409 

 

0 

 

0 
 

 

 

37,889 

0 

37,889 

0 

1,389,824 

※ 今年度はその他の事業を実施していません。 

（備考） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

２ 「事業費」とは、法人の事業の実施のために直接要する支出で、管理費以外のものをいい、

会計処理上は、事業の種類ごとに区分して記載する。事業費の例としては、「○○事業費」（注･･･

当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げられる。 

３ 支出規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、総支出額に占める管

理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的としないも

のであることという法定要件への適合性の判断材料となる。 

 

 


